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新 公 協   ２０   号 

2022（令和４）年７月２２日 

 協 議 会 加 盟 販 売 責 任 者 殿 

 協 議 会 加 盟 販 売 局 長 殿 

 新聞公正取引協議委員会委員 殿 

 地区新聞公正取引協議会委員長 殿 

 支部新聞公正取引協議会委員長 殿 

  新聞公正取引協議会 

  新聞公正取引協議委員会 

  委員長 岩  上 秀  憲 

 

第７１８回新聞公正取引協議委員会確認・決定事項お知らせの件 

 

７月２１日開催の標記会合は、下記のとおり確認・決定しましたのでお知らせします。 

記 

 

１．２０２３年度委員会日程に関する件 

 標記日程を以下のとおり決定した。 

２０２３年：４月２０日（木）＝全体会議、５月２５日（木）、６月２２日（木）、７月

２０日（木）、８月・休会、９月２１日（木）、１０月１７日（火）＝新聞大会の前日に長

野市で開催、１１月１６日（木）＝新聞公正取引協議会会員総会、１２月１４日（木） 

２０２４年：１月２５日（木）、２月２２日（木）、３月２２日（金） 

２．新聞公正取引協議会第２２回会員総会に関する件 

 １１月１７日（木）開催の第２２回会員総会は、発行本社側・販売業者側双方の代議員

を会場に招集することとした。ただし、今後の感染状況次第では、直近２年間と同様、中

央協参加者に限定する可能性がある。 

支部協事務局長らオブザーバーにはオンライン視聴を求め、翌日の事務局長研修会はオ

ンラインで開催する。 

総会に続いて開催する「日本新聞協会 地域貢献大賞」表彰式は、受賞者のみを招待し、

受賞者関係者はあまり多くならないよう要請する。大賞受賞者の参加が難しい場合は、ビ

デオメッセージを寄せてもらう。表彰式後の懇親会は行わない。 

３．地域別協議会の運営規則制定に関する件 

北陸地区協から上申のあった、福井県地域別実行委員会運営規則制定を承認した。 

支部協の下に設置した地域別実行委員会の規則については、これまで上申がなく、中央

協で審議した経緯はない。今後について、地区協・支部協の規則改正の上申は引き続き必

要だが、地域別実行委員会の規則改正上申は、慣例に則り求めないこととした。 

４．懸賞企画の届け出に関する件 

発行本社が実施する一般懸賞について以下の届け出があり、了承した。 
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なお、９月、１０月度の中央協は地方開催のため、資料印刷が通常より早いタイミング

となる。岩上委員長（読売東京）から各社に対し、いつも以上に早めに届け出るよう要請

があった。 

＜日本経済新聞社＞ 

 日経STUDYUM・ご愛読感謝キャンペーン他 8月3日～9月6日 全国で実施 

＜日本農業新聞＞ 

 中国四国地区限定 日本農業新聞95周年＆電子版創刊記念企画タブレット端末プレゼ

ントキャンペーン 7月22日～12月31日 ９県（岡山、広島、山口、鳥取、島根、香川、

徳島、愛媛、高知）で実施 

＜河北新報社＞ 

 お盆も河北新報をチョッキン・ペッタン懸賞 8月11～18日 発行エリア全域で実施 

＜上毛新聞社＞ 

 ご愛読ありがとう懸賞2022 10月1～20日 発行エリア全域で実施 

＜神奈川新聞社＞ 

 かなとも会員限定 第3回かながわ満喫プレゼントキャンペーン 8月1日～9月30日 

神奈川県で実施 

＜山梨日日新聞社＞ 

  山梨日日新聞電子版創刊8周年記念キャンペーン 9月1～30日 全国で実施 

＜信濃毎日新聞社＞ 

 信濃毎日新聞デジタル 信毎ポイント 交換サービス（8月1日付） 8月1～5日 全国

で実施 

＜信濃毎日新聞社＞ 

 信濃毎日新聞デジタル 信毎ポイント 交換サービス（9月1日付） 9月1～5日 全国

で実施 

＜中日新聞社＞ 

  中日スポーツ 後半戦がんばれドラゴンズ応援キャンペーン 7月22日～8月8日 中日

スポーツ発行エリア全域で実施 

＜福井新聞社＞ 

 アプリでチャレンジ！Ｄ刊デイリーくじ 8月5日～9月30日 発行エリア全域で実施 

＜神戸新聞社＞ 

  自動振替推進キャンペーン 8月17日～9月26日 発行エリア全域で実施 

＜大分合同新聞社＞ 

 みんなで貼ろう！ハローキティＳＤＧｓ  9月21日～10月17日 大分県で実施 

５．関西、福岡・山口地区の公正販売に関する件 

廣森京阪神地区協委員長（読売大阪）、川口九州地区協委員長（毎日西部）から、両地区

の公正販売に向けた取り組み状況について報告があり、了承した。 
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【販売委員会事項】 

１．『新聞購読契約書作成の手引き』改訂に関する件 

 新聞販売法制研究会から上申があった『新聞購読契約書作成の手引き』改訂案を了承し

た。６月１日施行の改正特定商取引法でクーリングオフの通知手段に「電磁的記録」が加

わったことによる契約書面の記載事項の変更、通信販売の申し込み段階における表示義務

についての解説や見本を追加している。 

新聞協会加盟社の販売責任者および地区協・支部協宛てに後日、文書で周知するととも

に、会員社サイトに掲載する。 

２．無購読者対策に関する件 

販売委員会が実施するモニターキャンペーンについて、岩上委員長から各地区協委員長

に対し、管内支部協の準備状況を９月度委員会で報告するよう指示があった。 

 

 以  上 


